ハンドマイク宣伝例

「海外で戦争する国」にするな　

　　　２０１４年５月１４日　道常任委員会

　ご近所のみなさん、日本共産党の○○支部です。この場をお借りして、憲法について話をさせていただきます。しばらくの間のご協力をよろしくお願いします。

　本日（15日）、安倍首相の諮問機関―「安全保障の法的基盤の再構築に関する懇談会」（安保法制懇）が海外での自衛隊の武力行使を可能にするよう、憲法を変える報告書を出しました。

　みなさん。今年は、憲法が公布されて６７年目になります。この憲法で「二度と戦争はしない」と誓っているのは、侵略戦争の反省があったからです。しかし、安倍内閣は、憲法解釈を変えて「海外での武力行使」に道を開こうとしています。

　２００１年のアフガニスタン戦争、２００３年のイラク戦争のときには、「武力の行使をしてはならない」、「戦闘地域には行かない」という「歯止め」がかかっていました。

　集団的自衛権が行使できるとなれば、「歯止め」がはずされ、日本の自衛隊が戦闘地域に行って、アメリカと一緒に戦争ができることになってしまいます。

　戦後６９年間、平和憲法、憲法９条があったからこそ、日本は、ただの一人も、他国の兵士の命を奪うことがありませんでした。この「歯止め」がはずれたら、日本も「殺し、殺される」国になってしまいます。

　みなさん。集団的自衛権の行使を認めることは、事実上、憲法９条をなきものにすることです。

　安倍内閣は、国民の批判の広がりを恐れて、「集団的自衛権の行使といっても、必要最小限度のものに限定する」と言っています。しかし、一度「歯止め」がはずされ、「武力行使に参加」をすれば、限定などなくなります。実際に、自民党の石破幹事長は、「自衛隊が地球の裏側まで行くこともありうる」と発言しています。

　みなさん。「海外で戦争する国」への暴走を許すわけにいかないとの声が広がっています。

　安倍政権は、国会での多数を力に、まず憲法９条そのものを変えようとしましたが、できませんでした。憲法９６条の改憲手続きをゆるめようとしましたが、これも「邪道だ」との声がおこり、できませんでした。

　いま憲法の解釈を変えようとする動きにも世論調査では反対が増えてきています。

　安倍首相は、今回の報告を受け与党協議を行って閣議決定するというシナリオを描いています。しかし、首相がなすべきなのは国民多数の反対世論に耳を傾け、解釈改憲の企てをきっぱりやめることです。

　日本の進路を決めるのは、主権者である国民の世論と運動です。

　日本共産党は、政治的立場の違いを超えて、世界に誇る日本の宝、憲法９条を守るために、ともに力をつくすことを呼びかけています。そのためにも、自民党の暴走と真正面から対決する日本共産党をもっと大きくしてください。

　

　　　各地の演説会の案内を入れる
　

　

　この機会に「しんぶん赤旗」の購読をお願いして、この場での宣伝を終わります。ご協力ありがとうございます。

　

　
















